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世界の航空交通輸送量の予測

航空機製造事業者からも、今後20年間の航空交通輸送
量は以下の通り増加すると推測されている。

（ボーイング社 Current Market Outlook 2011-2030による）
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世界の航空旅客輸送量予測（2005～2025年）

全世界の航空交通量は年平均5.1％成長
（2010年→2030年：約2.7倍）
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2025年 アジア・太平洋地域内では年平均7.0％成長
（2010年→2030年：約3.9倍）

（東南アジア地域内では年平均7.4％成長
（2010年→2030年：約4.1倍））
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出典：「ICAO Outlook for Air Transport to the year 2025」

（2007年発行）

今後の航空交通輸送量は、アジア・太平洋地域を中心に増加
航空交通システムは国際航空輸送における重要な基盤であり、将来の需要増大等
に対応するためには能力増強が不可欠に対応するためには能力増強が不可欠
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全世界的に調和の取れた将来航空交通シス
テムの開発・導入が必要

アジア・太平洋地域では、特に地域的な航空
交通システムのレベルの底上げが必要



将来航空交通システムに関する国際動向

将来システムに関する世界的な動向 アジア太平洋地域における動向将来システムに関する世界的な動向 アジア太平洋地域における動向

第４６回アジア太平洋航空局長会
議（平成２１年１０月大阪）において
発表された共同声明に基づき、

NextGen
（米国）

SESAR
（欧州）

発表された共同声明 基 き、
シームレススカイ（地域における継
ぎ目のない航空サービスの提供）
を推進することで合意

※航空機の軌跡図

シームレスATMシンポジウム及びアドホック会議をバン
コクで開催。（平成23年8月）

詳細な議論を行うため 会議（ ジ 太 洋地域

CARATS
（日本）

• ICAO ：グローバルATM運用構想を策定し、 2025年
以降を視野に、航空交通システムの変革を推進。

• 欧米 ：ICAOの構想に準拠し、それぞれ、将来シ
ステムに係る長期ビジョンを策定。 アジア地域全体におけるシームレス化、航空交通シ

詳細な議論を行うための会議（アジア太平洋地域シーム
レスATM企画会議）を開催予定。（平成24年1月～）

長期
• 日本 ：欧米と同様に長期ビジョンCARATSを策定

世界的に、航空交通システムの変革期を迎えている

ステムのレベルの底上げ等が議論される予定

ICAOでは、航空交通システムの変革のために、今後10年で
1200億ドル（9 24兆円：1ドル77円換算）が世界的に費やされ

（参考 ： 他産業の市場規模予測）

水事業 ･･･ 86.5兆円(2025年)
鉄道 ･･･ 22 0兆円(2020年)

航空管制設備の世界市場
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1200億ドル（9.24兆円：1ドル77円換算）が世界的に費やされ
ると推測している。
（2011年11月ICAO発行の資料（WORKING DOCUMENT FOR THE Aviation 

System Block Upgrades）より）

鉄道 22.0兆円(2020年)
（うち、高速鉄道 1.6兆円）

（パッケージ型インフラ海外展開関係大臣会合
資料より抜粋）



国土交通省のインフラ輸出に関する支援の方針

○新成長戦略 【平成22年6月18日 閣議決定】 （抜粋）

（日本の「安全・安心」等の技術のアジアそして世界への普及）

環境技術において日本が強みを持つインフラ整備をパッケージでアジア地域に展開・浸透させるとともに、アジア
諸国の経済成長に伴う地球環境への負荷を軽減し、日本の技術経験をアジアの持続可能な成長のエンジンとし

○新成長戦略 【平成22年6月18日 閣議決定】 （抜粋）

長 長
て活用する。

○「国土交通省成長戦略 【平成22年5月17日 発表】（国際展開）」の３つの柱

リーダーシップ、組織・体制 スタンダード 金融メカニズム

政治のリーダーシップによる官民
体とな た プ 展開

我が国の優れた技術・システムの国 民間資金等の活用による資金
一体となったトップセールスの展開、
体制・組織の強化等を更に推進

際標準化や相手国でのスタンダード
獲得に向けた取り組みを強化

調達手法の検討、税制面での
企業への支援を強化

欧州・中韓等は、プロジェクト獲得のために国が関与する体制が確立されてお
り、早い段階から相手国政府にアプローチ。それに対し、日本は萌芽段階から

○国交省の支援の柱

案件形成支援強化

○案件獲得のための課題

競合国では、海外プロジェクト獲得のために、首脳・閣僚クラスによる働きかけ
や要人招へい等が、我が国に比べ精力的に展開されている。

り、早 段階 相手国政府 ア チ。それ 対 、 本 萌芽段階
の戦略的・継続的な働きかけが弱い。

トップセールス強化

5欧州各国はメーカーとも連携し、欧州基準の国際化を協力に推進中。欧州は国
際機関における国際規格採択の際、一定票数を有し有利に展開。

スタンダード化支援強化



国土交通省成長戦略における各分野の取組例
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これまで及び今後の取組

海外展開のメリット

1. 進出企業のビジネス環境改善、継続的な収益獲得、競争力の強化

2. 海外で受注・納入するために必要な技術・ノウハウの獲得による、我が国産業の高度化、付
加価値 増大

海外展開のメリット

加価値の増大

3. 日本企業も含めた国としての海外でのプレゼンス向上

交通管制部におけるこれまでの取組

航空管制システム等（航空管制機器、航空保安
施設を含む）メーカーとの情報共有や意見交換

海外市場における現状

海外市場では、総合ベンダー等欧米企業の力が強い

（一方、本邦企業の海外進出の実績はあまり多くはな
い）ICAO等国際会議の場での本邦企業によるプレ

ゼンテーションのアレンジ等

い）

さらに、海外企業は、官民一体となった営業活動等を
行っている

限られた関係者がそれぞれの考え方に基づいて活限られた関係者がそれぞれの考え方に基 て活
動を実施 日本においても、国内関係者を巻き込んだ活動が必要

日本国内でも 海外展開を目指す本邦企業を支援するため より多くの関係者が1つの方針を

航空管制システム等の海外展開推進検討会を開催

日本国内でも、海外展開を目指す本邦企業を支援するため、より多くの関係者が1つの方針を
共有し、その方針に沿った活動を総合的・戦略的に展開することが必要
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航空管制システム等の海外展開推進検討会を開催

国内関係者による協力体制の確立
海外展開を推進するための活動方針の策定



２ 海外展開に関する課題・問題点２．海外展開に関する課題・問題点
（本邦企業のアンケート・ヒアリング結果より）
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アンケート・ヒアリング結果（１）

1. 品質・性能

各社が考える日本製品の強み・弱み等（１）

① 日本製品は、その技術力の高さから品質もよく、機能も優れている

② フェールセーフ設計等の基本思想のもとで製作されており、安全性も高い

2 製品のコスト2. 製品のコスト

① 価格競争力の面では海外メーカーの方が優れている

② さらに円高の影響により、相対的に欧米各社の機器価格が下落している
（日本製品の価格が相対的に上昇）（日本製品の価格が相対的に上昇）

3. 製品のラインナップ

① 海外の総合ベンダー等欧米企業は、自社製品でひと通りのラインナップを揃えるこ① 海外 総合 ンダ 等欧米企業 、自社製品 ひ 通り ラインナッ を揃 る
とができる。

② 一方、本邦企業は、製品のラインナップが限定的

4 製品の仕様4. 製品の仕様

① 海外企業は国際的にデファクト化した仕様の製品を展開

② 日本企業は海外展開用に製品の開発が必要な場合がある

（機器の仕様が国毎に異なる関係で 外国機関 の納入実績がない企業の参入が
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（機器の仕様が国毎に異なる関係で、外国機関への納入実績がない企業の参入が
認められないケースもある）



アンケート・ヒアリング結果（２）

各社が考 る 本製 強 弱 等（ ）

5. アフターサービス

① 日本企業はきめ細やかなア タ サ ビ を提供

各社が考える日本製品の強み・弱み等（２）

① 日本企業はきめ細やかなアフターサービスを提供

② 一方、海外では拠点不足のため、十分なアフターサービスが提供できない可能性

国や関係者で共有すべき課題・問題点（１）

1. 国の海外展開に関するリーダーシップ

① 国内関係者による、海外展開の今後の進め方に関する活動方針の策定

② 国としての海外展開に対するビジョンの公表

2. 国内協力体制の構築

① 民間企業の海外展開を支援する体制・活動の確立

② 日本国内の協業体制に向けた 国によるイニシアチブ② 日本国内の協業体制に向けた、国によるイニシアチブ

3. 関係者による情報収集・共有体制の構築

① 官民の間における情報収集 共有体制の確立
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① 官民の間における情報収集・共有体制の確立

② JICA等が有する現地ニーズに関する情報の共有



アンケート・ヒアリング結果（３）

国や関係者で共有すべき課題 問題点（２）

4. 市場調査・重点地域の策定

① 国際的な市場規模・動向の調査

国や関係者で共有すべき課題・問題点（２）

① 国際的な市場規模 動向の調査

② 重点的に活動を行う地域の策定

本邦企業が進出先として興味のある地域の例本邦企業が進出先として興味のある地域の例

東南アジア地域（ODA案件の可能性あり）

中国、韓国（FIR隣接国、地理的メリットがある）

欧米諸国（自己資金調達可能）

BRICs、VISTA（経済成長が著しい、市場が大きい）

5. 官民一体となった営業活動

① 官民一体となった活動（営業、コンサルティング等）

② 海外展開のための各国航空当局との交流② 海外展開のための各国航空当局との交流

6. JICAとの協力や、他プロジェクトとの連携を通じた案件形成支援

① ODA等の活用による案件形成の支援
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① ODA等の活用による案件形成の支援

② 空港整備ODAや、周辺地域の開発等とのパッケージによる支援



アンケート・ヒアリング結果（４）

国や関係者で共有すべき課題 問題点（３）

7. 日本基準・仕様の国際調和の推進

① 本基準 仕様 国際調和

国や関係者で共有すべき課題・問題点（３）

① 日本基準・仕様の国際調和

② 世界に先駆けたシステムの日本への導入

③ 対象国等に対する規程類の作成・整備支援

8. 国で保有している航空管制システム等の著作権の許諾

9. 国の政策の推進との連携

① アジアのシームレスATMにおける主導的役割

② 日中韓での連携（例：ATFM分野）

10 その他10.その他

① 海外展開に伴う事業リスク
（海外特有のリスク（安全確保、未払いリスク、為替変動、法改正など）がある）

② 海 ビ② 海外へのアフターサービスの手法

③ 航空機、機上装置等製造事業者との連携

（海外では航空機の最新技術も有しており、関連して航空管制分野も最新技術を取り
入れやすい 日本は後追いとな てしまう）
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入れやすい。日本は後追いとなってしまう）


